
　

千葉
県
の
子
ど
も
医
療
費
助
成

制
度
の
対
象
が
12
月
か
ら
小
学
校

3
年
生
ま
で
拡
が
り
ま
す
。
日
本

共
産
党
み
わ
由
美
県
議
は
、
県
民

の
み
な
さ
ん
と
一
緒
に
、
助
成
の

拡
充
を
繰
り
返
し
求
め
て
き
ま
し

た
が
、
知
事
も
公
約
に
掲
げ
て
い

た
こ
と
か
ら
、
2
月
県
議
会
で
も
、

そ
の
実
現
を
迫
り
ま
し
た
。

　

中学
校

3
年
生
ま
で
拡
大
し
、

入
院
1
日
、
通
院
一
回
の
３
０
０

円
自
己
負
担
や
所
得
制
限
を
な
く

し
て
、
子
ど
も
が
病
気
に
な
っ
て

も
安
心
し
て
医
療
が
受
け
ら
れ
る

よ
う
頑
張
り
ま
す
。

＊
県
は
、
実
施
す
る
市
町
村
に
た
い
し
て

費
用
の
2
分
の
1
（
千
葉
市
は
6
分
の

1
）
を
負
担
。
助
成
内
容
は
各
市
町
村

に
よ
っ
て
違
い
ま
す
）

　

私学
経
常
費
助
成
の
県
の
補

助
が
高
校
で
生
徒
一
人
当
た
り

３
０
０
０
円
か
ら
６
０
０
０
円
に
、

幼
稚
園
で
３
０
０
円
か
ら
６
０
０

円
に
、
そ
れ
ぞ
れ
倍
増
し
ま
す
。

私
学
関
係
者
の
強
い
願
い
と
、
日

本
共
産
党
の
粘
り
強
い
と
り
く
み

が
県
政
を
動
か
し
ま
し
た
。

　

授
業
料
の

　

減
免
制
度
を
拡
げ
よ

　

今年
度
、
国
の
私
立
高
校
生
へ

の
就
学
支
援
事
業
で
、
千
葉
県
に

は
60
億
円
の
お
金
が
き
ま
す
。
と

こ
ろ
が
県
は
、
そ
れ
を
い
い
こ
と

に
、
県
独
自
の
4
億
円
近
い
授
業

料
減
免
予
算
を
８
３
０
０
万
円
に

大
幅
減
額
。
こ
れ
で
は
授
業
料
助

成
予
算
の
ピ
ン
は
ね
で
す
。

　

就学
支
援
事
業
以
外
に
も
、
国

か
ら
の
お
金
は
、
授
業
料
減
免
の

た
め
の
地
方
交
付
税
（
2
億
3
千
万

円
）
や
、
「
高

校
生
等
就
学

支
援
臨
時
特

例
基
金
」
が

あ
り
ま
す
。

日
本
共
産
党

は
、
こ
れ
ら

を
使
っ
て
、

授
業
料
減
免

制
度
を
拡
充

高
校
と
幼
稚
園
で
補
助
倍
増

納
付
金
へ
の
助
成　

研
究
を
約
束

県
は
12
月
か
ら
小
学
3
年
ま
で

さ
ら
に
制
度
の
拡
充
め
ざ
し
ま
す

す
べ
き
だ
、
と
強
く
要
求
し
ま
し

た
。

　

授
業
料
以
外
も
助
成
へ

　

この
春
、
県
内
の
私
立
高
校
で

授
業
料
減
免
を
受
け
て
い
た
母
子

家
庭
の
生
徒
が
卒
業
式
後
に
卒
業

証
書
を
置
い
て
い
く
よ
う
言
わ
れ

ま
し
た
。
施
設
設
備
費
な
ど
が
納

め
き
れ
な
か
っ
た
か
ら
で
す
。
私

学
団
体
の
調
査
で
も
母
子
家
庭
や

家
業
不
信
、
失
業
・
病
気
な
ど
収

入
減
の
家
庭
の
学
費
滞
納
が
増
え

て
い
ま
す
。

　

日本
共
産
党
は
、「
授
業
料
減
免

だ
け
で
は
救
え
な
い
、
減
免
制
度

を
授
業
料
以
外
に
も
広
げ
よ
」
と
迫

り
ま
し
た
。
総
務
部
長
は
「
非
常
に

心
の
痛
む
思
い
だ
。
今
後
、
急
ぎ

研
究
し
た
い
」と
答
え
ま
し
た
。

就学支援事業とは？
公立高校の無償化にあわせた
私立高校生への授業料助成制度
・私立高校生一人当たり
　　　　　　 11万8800円／年
・年収250万円未満は、2倍
・年収350万円未満は、1.5倍

子ども
医療費

返還金カンパと高額パーティー

内
部
告
発
と
共
産
党
の
追
及
で

県
が
調
査
を
開
始

ご一緒に前進させました
●県の特養ホーム建設補助金（1床当たり）を
　 250万円から400万円に引き上げ。

　県内の特養ホーム定員（人口比）が全国一少な

く、待機者が1万7千人を超え、介護疲れによる

殺人・自殺など痛ましい事件も後をたたないこと

を指摘し、増額を求めてきました。

●県が県外勤務の医師を県職員として採用し、
　自治体病院に派遣する事業を新規に始める。

　医師不足が深刻となっているもとで、これまで

共産党が要求してきたことです。

●今年度から県の道路4事業に対する市町村
　負担金を廃止（2億2000万円）。

　公園事業の負担金も2011年度から廃止の方

向、港湾事業は負担率の見直しを検討中。共産

党は、この負担金に一貫して反対してきました。

私学
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伊
藤
余
一
郎

（
市
議
会
議
員
）

　

中
村
た
か
子

（
市
議
会
議
員
）

　

う
つ
の
史
行

（
市
議
会
議
員
）

　

高
橋
た
え
こ

（
市
議
会
議
員
）

　

高
木　

健

（
市
議
会
議
員
）

田
村　

智
子

（
元
国
会
議
員
秘
書
）

さ
い
と
う
和
子

（
党
県
青
年
学
生
部
長
）

み
わ
由
美
県
議
と
力
を
あ
わ
せ
て

が
ん
ば
り
ま
す

2 月県議会で代表質問にたつ みわ由美議員

よ　し　み

　

県
庁不
正
経
理
問
題
へ
の
県
民
の
大
き
な
怒
り
に

応
え
て
、
日
本
共
産
党
は
全
容
解
明
と
再
発
防
止
に

全
力
を
あ
げ
、
そ
の
追
及
は
マ
ス
コ
ミ
か
ら
も
注
目

さ
れ
て
き
ま
し
た
。

　

県庁
幹
部
の
関
与
と
、
そ
の
責
任
を
問
い
続
け
、

こ
の
問
題
の
背
景
に
、「
自
由
に
も
の
が
言
え
な
い

職
場
」
環
境
が
あ
る
こ
と
を
指
摘
。
内
部
告
発
制
度

を
改
善
さ
せ
ま
し
た
。

　

１
９９
７
年
に
続
い
て
寄
せ
ら
れ
た
内
部
告
発
に

も
と
づ
い
て
、
幹
部
の
返
還
金
を
め
ぐ
る
一
般
職
員

か
ら
の
強
制
的
な
寄
付
金
集
め
や
、
県
教
委
北
総
教

育
事
務
所
な
ど
で
の
高
額
パ
ー
テ
ィ
の
強
制
に
よ
る

裏
金
づ
く
り
を
と
り
あ
げ
、
県
に
調
査
を
約
束
さ

せ
、
現
在
実
施
中
で
す
。
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